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ⅠⅠ  ははじじめめにに  
 

１．目的 

 我が国の都市をめぐる社会経済状況は、人口減少・超高齢社会の到来、産業構造の転換、

地球環境問題の高まり、厳しい財政的制約、交通・情報通信ネットワークや車社会の進展

等に伴う生活圏の広域化など大きく変化しています。 
また、国民意識は、社会資本の量的充足に伴って変化し、地球環境問題や行政コストの

削減等への対応の必要性が高まるとともに、安心・安全な地域コミュニティの確保、質の

高い住まい方、自然的環境や景観の保全・創出といった、ゆとりや潤いを重視するように

なりました。  
 都市計画においても、近年のまちづくり及び街並み・景観に対する関心の高まりに応じ、

まちづくり三法（都市計画法、大規模小売店舗立地法、中心市街地の活性化に関する法律）

の改正、景観法の制定など、様々な動きがみられます。 

このように、我が国は、都市へ人口や機能が集積する都市化社会の時代から、国民の大

部分が都市で生活する安定・成熟した都市型社会の時代へ移行しつつあります。 
  一方、全国的に人口の伸びが鈍化するなか、本県はこの先 20 年程度人口増加が期待され

るとともに、世帯分離の傾向が今後も続くと見込まれることから、既成市街地の再整備等

の都市型社会の課題だけでなく、無秩序な市街化抑制等の都市化社会の課題にも引き続き

対応する必要があります。 
  また、本県では、昭和 47 年の本土復帰以降、本土との格差是正を基調として社会資本の

整備を進め、一定の成果を上げてきた反面、このような整備の過程で沖縄の個性や魅力を

失ってきたという指摘もあります。本県の自立的かつ持続的な発展のためには、これまで

のキャッチアップ型から、沖縄の特性を十分に発揮したフロンティア創造型への政策転換

を進めなければなりません。 
 したがって、それぞれの都市圏において、長い歴史に培われた伝統や文化など地域固有

の資源を見つめ直し、住民と一体となって品格のある個性的な都市づくりを進めるととも

に、各都市圏が相互に連携して、適切に役割を分担し、本県の将来像「平和で安らぎと活

力のある沖縄県」を効率的に実現することが重要と考えられます。 
 
 以上のことから、本県においては、次の共通理念と基本姿勢を柱として都市づくりを進

めていきます。 
 
  ●共通理念 
    「我した島沖縄の特色あるまちづくり」 
  ●基本姿勢 
  「参画と責任」～地域の歴史・自然・文化をいかし、住民主体の都市づくり 
  「選択と集中」～重点的・戦略的な施策を推進し、快適で潤いのある都市づくり 
  「連携と交流」～都市機能相互の連携を重視し、交流を促進する都市づくり 
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本部都市計画「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」は、本県全体の都市づくり

の共通理念と基本的考え方を踏まえ、おおむね 20 年後の目指すべき姿を住民と共有した上

で豊かな自然環境と調和する将来像実現のための方向性を明確にするものです。 
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共通理念と基本姿勢の考え方（概要） 
 
■沖縄県の将来像 

「平和で安らぎと活力のある沖縄県」 

 

■基本姿勢 

「参画と責任」  「選択と集中」 「連携と交流」 

 

■共通課題 

      

【県レベル】   

・ 地域特性を生かした個性豊

かな都市づくり 

・ 住民参加を促す枠組づくり 

  

・ 既存の社会資本の蓄積を有

効活用した持続可能な都市

づくり 

 

・ 適切な役割・機能分担をし

た都市づくり 

     

【圏域レベル】   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市構造・土地利用 

・ 長い歴史に培われた伝統や

文化を継承する既成市街地

の活力向上 

都市交通・都市環境 

・ 個性あふれる自然環境や品

格のある都市景観の保全・

創出 

 

 

都市計画の体制 

・ 住民や民間企業、ＮＰＯと

の連携、協力体制の構築 

  

都市構造・土地利用 

・ 災害に強い市街地の形成 

・ 都市経営効率化を図るため

の市街地拡散の抑制 

都市交通・都市環境 

・ 既存の社会資本の適切な維

持・管理と有効利用 

・ 駐留軍用地跡地整備と既成

市街地環境改善の一体的推

進 

 

都市構造・土地利用 

・ 都市機能の偏在を解消する

都市構造の再編 

 

都市交通・都市環境 

・ 道路網の体系的整備と公共

交通機関への転換促進 

・ 地域連携や地域づくりが促

進される社会基盤整備 

 

 

 

 

    

 

 

■共通目標 

○地域の歴史・自然・文化をい

 かし、住民主体で創る都市 

「我した島沖縄の」 

 ○重点的・戦略的な施策を推進

 し、快適で潤いのある都市 

「特色ある」 

○都市機能相互の連携を重視し

 交流を促進する都市 

「ゆいまーるのまちづくり」

 

■共通理念 

我した島沖縄の特色あるまちづくり 
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２．都市計画区域の範囲及び規模 

本部都市計画区域（以下、本区域という）の範囲は本部町の全域とし、その規模は次の

とおりです。 
なお、本区域は、隣接する名護市及び今帰仁村と歴史的・地理的に密接な関係にあるこ

とから、広域都市計画区域としての再編についても検討していきます。 
 

区  分 市町村名 範  囲 面  積 

本部都市計画区域 本部町 行政区域の全域 約 5,430 ha 

（平成 17 年国勢調査） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

３．目標年次 

平成 17 年を基準年とし、都市の将来像、都市づくりの理念及び将来の都市構造は、平成

37 年を想定して方針を設定します。 
区域区分の有無、主要な都市施設の整備等は、上記方針のもとに平成 27 年の姿として策

定します。 

■策定区域図 


